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閏際基督教大学の設計図を構想した1949年6月の御殿場会議は，その一

つに，大学院における行政学研究科の設置を掲げていた。とのような構想

の生れて来た動機については，正確なことはわからないけれども，想像す

るところ，次のような点に重点がおかれていたのではないかと思われる。

それは，何よりもまず，日本における行政官僚の過去における役割にか

んがみて，その教育過程を反省し，新しい形の教育方式を提供するという

ことである。

日本の行政官僚が，東京帝国大学法学部を中心とする法学教育の課程を

終了し，法学課目を中心とする高等文官試験を経て，行政官となったもの

であることは，よかれあしかれ，その同質性を保障していた。しかし，そ

れは，よい面と悪い面とをもっていたのである。よい面は，それが法律に

よる行政を目標としていた結果として，違法な行政が行われないようにと

いうことが，行政官にとっての大きな関心事であったことである。日本の

行政官についても，綱紀の索乱や腐敗汚職の例が，かつてあったととは否

定できないけれども，それでも今日の新興国家はもとより，老大諸帝国の

何れと比べても，汚職に）（；する罪意識がはるかに強かったととは，疑いを

いれない。わいろをとることが，犯罪であるというととは，何人にとって

も，自明のことだったのであり，それはわいろを日常普通の，チップと同

じ性質のものと考える考え方とは，基本的に違っているのである。もちろ

ん，徳川幕府の高職にあったものが，わいろを日常茶飯事と考えていたと
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これが日本における官僚の伝統的意識の中に引き

つがれてはいないかどうかが問題になるが，おそらくは忠臣蔵の民衆的支

持という国民的道徳意識を前提とすれば，行政は清廉でなければならない

いうような事実もあり，
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ことはできないであろう。

日本の官僚が，原則として清潔なものでそうしてとの意味からいって，

あったことは，明治以降の日本で形づくられた国家のイメ－；；＞と少なから

ぬ関係があったといわなければならないのである。

~tのと主ほ，第二次大戦後の世界の各地で起りつつある新Uc民族主義

国家の-1.;i-;;>b比較じでみるととに土って，その意義がよ‘く理解され宕

セあろう町。Jζれらの園近行政改革，ないし行政官僚の再教育が叫ばれる砂

防，主~·じ地そ己ちの待政事務処理が，あるいはファヴオリティ夫ム千÷

その根拠iib己主その他の直接的利益の提供であるにせよ，近親関係その
他が理由であるl己せよLーに基づくv不公平，不当，不正なものであった~ •.• 

あるいはまた事務処理の基本原則を知らないための非能率なものであった

りするからである。

·~ i :fiiを別の面からいえば，わが固には乙の；にうな意味での不公平や非飴
率はないがら，したがって行政改草の必要はなく，行政学の研究や教授は

必ずしむ必要ではない，という，われわれかt;みると間違った結論の生れ

る可能性があったのである。

とのこ‘とを，さらに明らかにするのが，法律による行政のもう一つの租F

面であるイそれは，行政官憲が，なんらかの政策決定に孟とづいて実施じ

ようと定めたプaラジをぶ執行した場合に，法律の名において，法律解釈の、

技術を駆使じて，それを正当化することである。本来は，行政を，法律f(.

よって制限することであった「法律による行政」の原則を，行政のするζ

とを＼法律によって正当化する原則に変えてしまったのである。とのため

に，法律を解釈する技術が極度に発達するととになった。自を黒といいく

るFめるとい、うのは極端であ石にしても，少ぐとも，璃束裁量を璃東作用花、
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入れるか，才量行為に入れるかなどは，解釈01方法如何によっていずれも

容易なことであった。

9日本が，敗戦の芳しみの中で，とのような結果をもたらした戦前の政治

各政の過程を反省したときK，一番先巴Lなければならないと占は，教有

色行政とに，新しいタイプの人材を送りとむととぞある主考え友のは自然

であった。 Ic U創立の任に当った当時の指導者たち一一色くに初代総長
の湯浅博士と学務副総長のトロイヤ｛博士を申心とする大学斡部一ーが，

Eρ点に思いをひそめで，jc Uの教育計画案を練った努力に対して，わ
れわれは今さらのように，敬意の念を払わずにはい色れないσ教育者養成

の問題は，とこではしばらく捲く。新しい行政官の養成怯，ど？ような形

で考えられたであろうか。

この課題が，二つの函からとらえられたことがわれわれの注意含惹4。
第一は，精神の面であった。従来の宮更が余りに.power-9riented，.であっ

たのに対してs新しい行政官は， service-orientedなもの7でなければなら

ない，という乙とであ易。このことは， 6もともと Ic Uの基本的教育方針
の一つでもあったのである。

！第二にしかし，これら句行政宮は，新Lい方法で行政を執行するに足る

だけの知的訓練を受けていなければならない。ことに行政学大学院φ重要

な課題がある。

この問題に正しく対処するためにγIc Pは守新しい指導者を必要とし
た。この指導者として蝋山政道教授を得ることができたことは，われわれ

にとって，この上もない幸なことであったq蝋山政道先生は，いうまでも

なし日本巳おける行政学という新しい学問分野の開拓者である。昭和3

年4月，一欧米における留学を終えτ帰朝されると，先生は，当時の東京帝
国太学法学部において，日本における最初の行政学の講義を開講され立。

この講義は当時全盛であったドイツ的概念法学に対する社会的法学の勃興

と相呼応するもので，とくに末弘博士を中心とする判例研究会の幅の広い，

社会学的諸要素を十分にとり入れた新しい解釈法学と，あ号意味で，同じ
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方向づけをもっていたよヲに恩われる。

筆者は，戦後「1949年公法学界，回顧と展望」という法律時報に発表さ

れた田中二郎教授，辻清明教授との座談会の中で，美濃部博士の行政法解

釈論の戦前の行政に対する意義について述べたことがあるが，ここにすで

に現われている行政権力の対象となる国民への関心は，同時にまた新しい

行政学の性格でもあった。

機山先生が東大ではじめられたこの講座は，しかし戦前の日本では，必

ずしも，社会の全面的支持を得たものではない。筆者自身，先生の東大に

おける行政学講座の数少ない第1回聴講者の一人であるが，先生がそこで

訴えようとされた行政の再編成への試みが，われわれが熱心に期待したほ

どの反響なしに見過されてしまったことは，いわば時がまだ熟していなか

ったということを意味するのであった。

戦後， Ic Uが，この問題をとり上げるにいたった時に，先生の協力を
得なければならないという声が，関係者の聞に自然に起って来たことは，

自然であり，そうして先生がその畢生の念願とされた行政学研究科の創立

が，内外の協力の下に， 1963年に，ついに突を結ぶにいたったことは，こ

れを創立者から受けついだ現在のIc Uアドミニストレーνョン当事者の
心から喜ほしく思うところである。

この大学院行政学研究科は，あらゆる意味で，新しい意義をになったも

のであるが，とくに，次の三つの点、を指摘しておきたいと思う。

第一は，それが，社会科学諸分野の総合的協力の上に立っているという

ことである。日本における行政が，かつては，主として，法律学の上にの

み立っていたことは，上に述べたとおりであるが，現代における新しい行

政は，もはやそのような狭い視野に立つととを許されない。もちろんそれ

が「法律による行政」の原則をその正しい意味において実施するために，

法律学の各領域を，十分に窮めなげればならぬものであることは，改めて

いうまでもない。それが園内における行政の誤りない実施をするために，

行政法，憲法はもちろん，訴訟法や私法等に関する基本的学問的理解を必
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要とL，また今日のように国際交通が頻繁となり，また国際組織の活動の

強力となった時代には，国際法，冨際私法，国際行政法の知識が欠くべか

らざるものであることは，当然である。 Ic U行政大学院が浅井前人事院
総裁，猪俣前東京高裁判事，山本草二教授のような専任スタッフをもって

いることは，この意味で， IC Uの強味である。

しかしもちろんそれだけでは足りない。行政は，行政の対象となる現象

についての理解なしには正しく行われないからである。、行政は労働問題を

対象にするととがある。行政は経済発展を対象にすることがある。今日の

経済開発は，行政による経済への協力の形でのみはじめて，あれほど強力

なものとなり得ているのであるが，それには，経済発展の法則を卜分に理

解する必要がある。行政はまた，行政の行われる地域のエコロヨカルな，あ

るいは社会学的な，あるいは政治学的な構造についての知識を必要とする。

それは日本の地域社会，東南7；；；アの地域社会を知らなければならない。

IC U行政大学院の経済のスタッフ，久武教授，グリーソン教授，スン

教授，福地教授，中内助教授，高山助教授などのすぐれたチームは，経済

発展の問題についての大きな研究成果を残しており，とくに福地，中内両

教授がエカフェへの協力をとおしてなしとげた東南7'77地域における経

済発展についての調査研究，経済成長の比較研究は，大学院学生の指導の

ために極めて重要な前提となるものである。

また地域の社会学的研究としては，例えばすでに「裏切り易い河一一北

マラヤの農村中国大の研究」などを発表しているニューウェル教授の社会

学的諸研究，フィリピンの政治を研究LているウワーフェJレ副教授の研究

成果，さらに韓国政治の専門家である越淳昇教授などの研究があり，ある

いはまた比較政治学の専門であるダグリス教授，アメリカ外交についての

有賀助教授，政治思想史の有馬講師，労働行政の飴沢教授など，これらの

面で，行政学を基礎づける研究や教育の仕事を担当している教授は少しと

しない。

そしてこれら様々の社会科学の諸側面における協力を基礎とし，前提と
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してのみ，狭い意味での行政学的研究や教育が生きて来るのである。行政

管理の問題を心理学的に取扱っているトロイアー教授，財務行政論の一ノ

瀬教授，財務管理論の中島教授の協力を得て，由晴山教授，井出嘉憲講師1

渡辺保男講師，辻清明言語師などの日本行政学界における中心的諸学者が狭

い意味の行政学の研究講義をされ宅Uるとιが，ーととではcめて生き℃来
るのである。

との意味で； I CUlc,おける行政学大学院が，社会科学諸部門の協方め

よl己は広めて存立し得て’いるというE色の意義は，いくら強調Lで主，し

過ぎるというととはないであろう）

I.C U犬学院の新し戸、意義の第三とし疋，4 私はさらにョその国際性を指

摘しておきたい。 、 一ーで「了

、国際性ということは，＇ ！－、eU創立のそもそものはじめ，そのも五で生れ
た性格であった。それは内外の有志の問題意識からはじまれ内外の諸学

者1.1'よる問題解決のために共同作業を経て，ー現に専任教職員の司分のし

在学生総数の15%が10乃至20の国々から集るという国際的大学協同体陪成

長したのである。

1'.のような国際性は，国際社会そのものを対象とする狭義。層際行政の

みならず，国際社会を前提とする国内行政の研究はもとより，純然たる民

内行政についても，その比較研究などに極めて好適な場を提供する乙’とは

疑U之ドれない。この意味で，われわれは，一方で国際行政機関などの必

要とする人材を養成すると共に，他方，ア！：／7，アフリカの諸国な忘と協

力して，それらの国々から教授や学生を招き，相互に益す告と耳、ろのお号、

研究上教育上の協力を行い，また欧米諸国からの教授学生にも共同の仕事

に参加Lてもらうというととができる。 ... 
' 

,cの己とはIc Uにおける行政学大学院に極めてユニークな特色を与え
るもので，蝋山先生が，それを十二分に生かして利用されようとした努力

は，よく突を結んだといってよい。
町v

J開設，日も浅い今日までに，すでにコロンピア大学のウオJレター・ゲル
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ホーン教授，ノースウエスタン大学のナサニエJレ・ネーザンソン教授，甫

イリノイ大学のハンソン教授などの来講もあり，今後も欧米あるいは7'.7 

7，アフリカの諸国から教授の招聴が実施されることになっている。

なおこの点に関してはフォード財団からの有力な援助があったことを感

謝しなければならない。フォード財団は， IC Uおよび蛾山教授のこの点

に関する企画を高く評価して， 3年間の援助を与えられ，これにもとづく

教授の招腐の外，とくに二つの研究調査が実施された。その一つは，首都

圏の総合的研究であり，もう一つは，外交政策決定過程の研究である。

これらの研究には，在学専任教授の外，関係学者多数の協力を得ており，

とれらの重要な研究テーマが，この様な広範囲の学問的協力によって実施

されたことは蛾山先生の学問的組織力によるところが大きいことを感謝し

なければならない。

このように見てくると，蛾山先生を中心にして， IC Ult：日本で最初の

行政学の大学院が生れたということは，まことになるべくしてなった自然

の成果であり，それだけにまたその今後の発展と，社会への貢献とは期し

てまつべきものがあるといってよいのであるロ

とくに行政学研究科が，右に述べたように社会科学のすべての分野にま

たがる広い基礎をもっていることは，それがIc Uの教養学部社会科学科
を母胎としていることを正当化すると同時に，それが自然の形で，博士課

程にまで発展する乙とを，当然に予測させるものである。

このような重要な仕事の中心となられた蛾山政道先生に， Ic Uの当事
者として深甚の感謝の念を披涯すると共に，先生が，今後益々御健勝で学

界のため活動されんことを切に祈ってやまないものである。


